
 

 

 

 

 

 

第53回 海外事業活動基本調査概要 

 

 

2022年度(令和４年度)実績 
2023年(令和５年)７月１日調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省大臣官房調査統計グループ 

 

構造・企業統計室 
 



- 1 - 

 

 

 

－ 目 次 － 

 

 

 

 調査の概要 ････････････････････････････････････････････････････････  ２ 

 回収状況  ････････････････････････････････････････････････････････  ２ 

 利用上の注意 ･･････････････････････････････････････････････････････   ３ 

 

  今回調査のポイント ････････････････････････････････････････････････   ８ 

  １．現地法人分布の状況 ････････････････････････････････････････････  ９ 

  ２．現地法人の進出及び撤退の状況 ･･････････････････････････････････ １０ 

  ３．現地法人の雇用の状況 ･･････････････････････････････････････････ １１ 

  ４．現地法人の売上高の状況 ････････････････････････････････････････ １２ 

  ５．製造業現地法人の海外生産比率 ･･････････････････････････････････ １３ 

  ６．製造業現地法人の販売先の状況 ･･････････････････････････････････ １４ 

  ７．製造業現地法人の調達先の状況 ･･････････････････････････････････ １５ 

  ８．現地法人の収益の状況 ･･････････････････････････････････････････ １６ 

  ９．現地法人の利益処分の状況 ･･････････････････････････････････････ １７ 

  10．製造業現地法人の研究開発費の状況 ･･････････････････････････････ １８ 

  11．製造業現地法人の設備投資額の状況 ･･････････････････････････････ １９ 

  12. 現地法人の日本側出資者向け支払の状況 ･･････････････････････････ ２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

１．調査の概要 

海外事業活動基本調査は、1971年（昭和46年）（内容は1970年度（昭和45年度）実績）から毎年実

施しています。 

 

 (1) 調査の目的 

海外事業活動基本調査は、我が国企業の海外事業活動の現状と海外事業活動が現地及び日本に与

える影響を把握することにより、今後の産業政策及び通商政策の運営に資するための資料を得るこ

とを目的としています。 

 

 (2) 調査の法的根拠及び秘密の保護 

この調査は、統計法に基づいて経済産業省が実施した一般統計です。また、この調査により報告

された記入内容は、統計法第41条によって秘密が保護されます。  

 

 (3) 調査の対象 

2023年（令和5年）3月末現在で、海外に現地法人を有する我が国企業（金融業、保険業及び不動

産業を除く。以下「本社企業」といいます。）を対象としました。 

この調査における「現地法人」は、以下の条件を満たす海外子会社と海外孫会社の総称です。 

海外子会社とは、日本側出資比率が10％以上の外国法人を指し、海外孫会社とは、日本側出資比

率が50％超の海外子会社が50％超の出資を行っている外国法人を指しています。 

 

 (4) 調査方法 

この調査は、経済産業省から本社企業に調査書類（｢本社企業調査票｣及び｢現地法人調査票｣）を

配付し、郵送又はオンライン（政府統計共同利用システム）により回答いただいています。 

 

 (5) 調査時点 

2023年(令和5年)3月末現在、又はそれ以前で最も近い決算時点における2022年度(令和4年度)及び

2022年度(令和4年度)末の実績について、2023年(令和5年)7月1日に調査を実施しました。 

 

 

２．回収状況 

 (1) 本社企業の回収状況 

発 送 数 10,400 社 

有効発送数注１  10,073 社 

回 収 数  7,285 社 

回 収 率注２   72.3 ％ 

 

 (2) 有効回答（操業中）企業数 

本 社 企 業  6,903 社 

現 地 法 人 24,415 社 

 

注１. 有効発送数とは発送数のうち宛先不明、業種対象外、廃業が判明した新規企業及び現地法人を有していない新規企業を除い

た数 
注２. 回収率＝回収数／有効発送数
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３．利用上の注意 

 (1) 現地法人に関する集計項目の円換算について 

現地法人に関する集計項目の通貨単位は、原則として「百万円」としています。また、現地通貨

から日本円への換算については、ＩＭＦ公表の「ＩＦＳ」における期中平均レートによりました。

換算レートは、別に掲載の調査票記入の手引別表1「国分類、地域分類表（付、国別通貨換算表）」

を参照してください。ただし、国別通貨換算表に記載がない国については各社の社内レートを使用

していただくこととしています。 

なお、この調査の調査対象となる現地法人の所在国通貨の対日本円レートを前年度と比較する

と、例えば、対米レートは今回の調査では131.50円/$で、前回（109.75円/$）に比べて、19.8％の

円安、ユーロは今回138.42円/€で、前回（129.12円/€）に比べて、7.2％の円安となっているこ

と等に留意を要します。 

 

 (2) 地域定義 

この調査における地域区分の定義は、特に断りのない限り、P.7の「＜参考＞地域定義表」の区分

によります。 

本調査における欧州とはヨーロッパと同義です。なお、香港は中国に含めています。また、国と

あるのは地域を含む場合があります。 

 

 (3) 本社企業の企業規模定義 

この調査における本社企業の企業規模に関する定義は、以下のとおりです。 

「大 企 業」：                    資本金10億円超 

「中堅企業」：製造業、農林漁業、鉱業、建設業、その他 資本金 3億円超  10億円以下 

           卸売業                 資本金 1億円超  10億円以下 

           小売業、サービス業           資本金 5千万円超10億円以下 

「中小企業」：製造業、農林漁業、鉱業、建設業、その他 資本金 3億円以下 

           卸売業                      資本金 1億円以下 

           小売業、サービス業           資本金 5千万円以下 

 

 (4) 業種分類 

この調査の業種分類は日本標準産業分類に準拠して、以下のとおり区分しています。 

 

＜製造業＞  

「食料品」 食料品製造業、飲料製造業、たばこ製造業、飼料・有機質肥料製造業 

「繊維」 製糸業、紡績業、化学繊維・ねん糸等製造業、織物業、ニット生地製造業、

染色整理業、綱・網・レース・繊維粗製品製造業、衣服・その他の繊維製品

製造業 

「木材紙パ」 木材・木製品製造業、パルプ・紙製造業、紙加工品製造業 

「化学」 化学肥料製造業、無機化学工業製品製造業、有機化学工業製品製造業、油脂

加工製品・石けん・合成洗剤・界面活性剤・塗料製造業、医薬品製造業、化

粧品・歯磨、その他の化粧用調整品製造業、その他の化学工業 

「石油・石炭」 石油精製業、その他の石油製品・石炭製品製造業 
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「窯業・土石」 ガラス・同製品製造業、セメント・同製品製造業、その他の窯業・土石製品

製造業 

「鉄鋼」 銑鉄・粗鋼・鋼材製造業、鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品製造業 

「非鉄金属」 非鉄金属製錬・精製業、その他の非鉄金属製品製造業 

「金属製品」 建設用・建築用金属製品製造業、その他の金属製品製造業 

「はん用機械」 一般産業用機械・装置製造業、その他のはん用機械器具製造業 

「生産用機械」 農業用機械、建設機械・鉱山機械、繊維機械製造業、生活関連産業用機械・

基礎素材産業用機械製造業、金属加工機械製造業、半導体・フラットパネル

ディスプレイ製造装置製造業、その他の生産用機械器具製造業 

「業務用機械」 事務用・サービス用・娯楽用機械器具製造業、光学機械器具・レンズ製造業、

その他の業務用機械器具製造業 

「電気機械」 産業用電気機械器具製造業、民生用電気機械器具製造業、電子応用装置製造

業、その他の電気機械器具製造業 

「情報通信機械」 通信機械器具・同関連機械器具、映像・音響機械器具製造業、電子計算機・

同附属装置製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業 

「輸送機械」 自動車、自動車車体・附随車製造業、自動車部分品・附属品製造業、その他

の輸送用機械器具製造業 

「その他の製造業」 家具・装備品製造業、印刷・同関連業、プラスチック製品製造業、ゴム製品

製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業、その他の製造業 

 

 ＜非製造業＞  

「農林漁業」 農業、林業、漁業・水産養殖業 

「鉱業」 鉱業、採石業、砂利採取業 

「建設業」 建設業 

「情報通信業」 通信業、放送業、情報サービス業、インターネット附随サービス業、映像・

音声・文字情報制作業 

「運輸業」 鉄道業、道路旅客運送業、道路貨物運送業、水運業、航空運輸業、郵便業、

倉庫業・運輸に附帯するサービス業 

「卸売業」 卸売業 

「小売業」 小売業 

「サービス業」 経営コンサルタント業、純粋持株会社、広告業、学術研究、専門・技術サー

ビス業、生活関連サービス業、娯楽業、その他のサービス業 

「その他の非製造業」電気業、ガス業、熱供給業、水道業、金融業、保険業、不動産業、物品賃

貸業、宿泊業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業、教育、学習支援、

医療、福祉、複合サービス業  

 

  (5) 調査項目の定義及び業種の内容例示については、別に掲載の調査票及び調査票記入の手引を参照

してください。 
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 (6) 調査結果に対する留意点 

① 集計に当たっては、有効回答のみを集計しました。このため、項目によって回答企業の数にば

らつきが生じている場合があります。 

  この調査の集計表における企業数に関する定義は、以下のとおりです。 

    回収企業数：調査票回収企業数 

   企 業 数：調査項目のうち、操業状況を「１．操業中」と回答した企業数 

   集計企業数：操業中で、かつ当該項目に回答があった企業数 

② 今回の調査結果を前回以前の調査結果と比較する場合には、それぞれの調査年度における調査

対象数の違い、回収率の違いに留意する必要があります。 

 

 (7) 記号及び注記 

① 表中の記号は以下のとおりです。 

「X」   企業数が1又は２のため、秘匿したことを示します。 

なお、この秘匿によっても「X」の箇所の数値が計算によって算出されるおそれ

のあるものについては、企業数が3以上でも秘匿した箇所があります。 

「***」 該当数字なし 

「0」  集計した結果がゼロ、単位未満 

「r」  訂正値 

② 単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

③ 本文中の前年度比、比率については、調査単位の百万円で計算しています。 

 

 (8) 比率の算式 

公表する統計表のうち、②-26表に掲載している以下の比率は、当該項目の全てに回答のあった企

業の集計値で計算しています（売上高営業利益率及び付加価値率は除く）。 

 

     売上高総利益率＝ 0.100　
売上高

原価）総利益（売上高－売上
 

 

   売上高営業利益率＝ 0.100　
売上高

売費・一般管理費））業費用（売上原価＋販営業利益（売上高－営
 

        注：売上原価、販売費・一般管理費どちらか一方でも記入のあった企業で算出 

 

  売上高経常利益率＝ 0.100　
売上高

経常利益
 

 

  売上高当期純利益率＝ 0.100　
売上高

当期純利益
 

 

  売上高売上原価比率＝ 0.100　
売上高

売上原価
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  売上高販管費比率＝ 0.100　
売上高

販売費・一般管理費
 

 

  売上高研究開発費比率＝ 0.100　
売上高

研究開発費
 

 

付加価値率 

＝ 0.100　
売上高

総額＋賃借料））一般管理費）＋（給与（売上原価＋販売費・付加価値額（売上高－
 

  注：売上原価、販売費・一般管理費どちらか一方、給与総額、賃借料どちらか一方でも記入のあった企業で算出 

 

 (9) 問合せ先 

  この統計表についての問合せは、経済産業省大臣官房調査統計グループ構造･企業統計室宛てにご

連絡ください。 

        〒100-8902 東京都千代田区霞が関一丁目３番１号 

            ○ 電話 03-3501-1511（代表） 内線2906 

○ 構造･企業統計室メールアドレス  bzl-qqcebh@meti.go.jp  

○ 資料掲載（インターネット） 

               https://www.meti.go.jp/statistics/index.html（経済産業省ＨＰ（日本語版）） 

               https://www.meti.go.jp/english/statistics/index.html（ 同（英語版）） 

 

 (10) その他 

  この統計表に掲載された数値を他に転載する場合は、「海外事業活動基本調査（経済産業省）」

による旨を記載してください。 

 

 



＜参考＞地域定義表

〔北　米〕 〔オセアニア〕 〔アフリカ〕

アメリカ オーストラリア エジプト

カナダ 中華人民共和国 ベルギー ニュージーランド モロッコ

香港 ドイツ フィジー リベリア

フランス パプアニューギニア タンザニア

マレーシア イタリア サモア ナイジェリア

タイ ルクセンブルク パラオ コートジボワール

インドネシア オランダ 北マリアナ諸島（グァム） マダガスカル

フィリピン デンマーク ソロモン諸島 ケニア

シンガポール アイルランド ニューカレドニア エチオピア

ブルネイ ギリシャ キリバス ザンビア

ベトナム スペイン トンガ ウガンダ

ラオス ポルトガル その他のオセアニア ガーナ

ミャンマー フィンランド ・ツバル コンゴ民主共和国

〔中南米〕 カンボジア オーストリア ・ナウル モーリシャス

メキシコ スウェーデン ・バヌアツ セネガル

パナマ インド マルタ ・ミクロネシア　        　など エスワティニ

エルサルバドル パキスタン キプロス リビア

ブラジル バングラデシュ ポーランド ニジェール

アルゼンチン スリランカ ハンガリー 　 チュニジア

パラグアイ 台湾 チェコ 　 南アフリカ

チリ 韓国 スロバキア アルジェリア

ペルー ネパール スロベニア アンゴラ

ベネズエラ マカオ エストニア モザンビーク

ボリビア モンゴル ラトビア ボツワナ

バハマ その他のアジア リトアニア ナミビア

コロンビア ・東ティモール ルーマニア マラウイ

グアテマラ ・ブータン ブルガリア ブルキナファソ

エクアドル ・モルディブ　　など クロアチア その他のアフリカ

ニカラグア ・サントメ・プリンシペ

コスタリカ イギリス ・ジブチ

トリニダード・トバゴ スイス ・セーシェル

バミューダ ノルウェー ・ソマリア

プエルトリコ トルコ ・チャド

ホンジュラス モナコ ・中央アフリカ

ジャマイカ ロシア ・スーダン

ケイマン諸島 ウクライナ ・コンゴ共和国

バージン諸島 カザフスタン ・ルワンダ

ウルグアイ ウズベキスタン ・ガボン

その他の中南米 モンテネグロ ・カナリア諸島

・ドミニカ国 セルビア ・トーゴ

・キューバ アゼルバイジャン ・ベナン

・セントルシア キルギス ・マリ

・セントクリストファー・ネーヴィス その他の欧州 ・南スーダン

・アンティグア・バーブーダ ・アルバニア      ・アルメニア ・シエラレオネ

・ハイチ ・アンドラ　      ・ジョージア ・ガンビア

・ベリーズ ・サンマリノ　    ・アイスランド ・モーリタニア

・仏領西インド諸島 ・タジキスタン    ・バチカン ・ギニア

・スリナム ・トルクメニスタン ・ベラルーシ ・カメルーン

・ガイアナ ・ボスニア・ヘルツェゴビナ ・ジンバブエ　　　      　など

・ドミニカ共和国　    など ・リヒテンシュタイン　    など

レバノン

サウジアラビア

アラブ首長国連邦

バーレーン

〔アジア〕

中国

ASEAN10

その他アジア

〔中　東〕

イラン

〔欧州〕

EU

その他欧州

イスラエル

クウェート

・アフガニスタン

・シリア　　　          　　など

カタール

イラク

オマーン

ヨルダン

その他の中東

- 7 -
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第５３回 海外事業活動基本調査（2023年7月調査）概要 
 

 

 現地法人数は2万4,415社。全地域に占めるASEAN10の割合が引き続き拡大。 

 現地法人従業者数は557万人、前年度比2.1％の減少。 

 現地法人の売上高は361.5兆円、前年度比19.2％の増加。経常利益、当期純利益はと

もに増加。 

 製造業現地法人の海外生産比率（国内全法人ベース）は27.1％、前年度比1.3％ポイ

ント上昇。 

 製造業現地法人の研究開発費、設備投資額はともに増加。 

 

今回調査のポイント 

１．現地法人数のうちASEAN10が占める割合が引き続き拡大。 

（１）2022年度末における現地法人数は2万4,415社。製造業が1万433社、非製造業は1万3,982社。 

（２）全産業に占める割合は、製造業が42.7％、非製造業が57.3％。 

（３）地域別にみると、現地法人数はアジアを中心に全ての地域で減少。アジアでは、ASEAN10の割合が

12年連続で拡大、中国の割合は縮小。 

 

２．現地法人の従業者数は減少。 

（１）2022年度末における現地法人従業者数は557万人、前年度比▲2.1％。 

（２）製造業（408万人、前年度比▲2.7％）、非製造業（149万人、同▲0.6％）ともに減少。 

（３）地域別にみると、アジア、欧州が減少し、北米が増加。アジアでは、中国、ASEAN10が減少し、 

その他アジアが増加。 

 

３．現地法人の売上高は増加。経常利益、当期純利益はともに増加。 

（１）売上高は361.5兆円、前年度比＋19.2％。業種別にみると、卸売業、輸送機械などで増加。地域別

にみると、北米、アジア、欧州がいずれも増加。 

（２）経常利益は19.6兆円（前年度比＋15.0％）、当期純利益は16.1兆円（同＋12.8％）。 

（３）当期内部留保額は4.5兆円（前年度比▲26.1％）、内部留保残高は55.0兆円（同＋14.0％）。 

 

４．製造業現地法人の海外生産比率は上昇。 

（１）製造業の海外生産比率（国内全法人ベース）は、27.1％、前年度と比べ1.3％ポイント上昇｡ 

（２）業種別にみると、輸送機械（48.9％）、非鉄金属（22.2％）などが上昇。 

 

５．製造業現地法人の研究開発費、設備投資額はともに増加。 

（１）研究開発費（製造業）は1兆1,657億円、前年度比＋28.4％。 

（２）１社当たりの研究開発費（製造業）は7.5億円、前年度比＋32.4％。業種別にみると、電気機械、

化学、輸送機械などが増加。 

（３）設備投資額（製造業）は4.4兆円、前年度比＋18.5％。業種別にみると、輸送機械、電気機械、情

報通信機械などが増加。 

 

2022年度における現地法人の動向 
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１．現地法人分布の状況 

 

・2022年度末における現地法人数は2万4,415社。製造業が1万433社、非製造業は1万3,982社。

全産業に占める割合は、製造業が42.7％（前年度と比べ0.3％ポイント低下）、非製造業が 

57.3％（同0.3％ポイント上昇）（1表）。 

・地域別にみると、現地法人数はアジアを中心に全ての地域で減少（2表）。 

・アジア（全地域に占める割合が67.8％）では、ASEAN10（同29.7％、前年度と比べ0.3％ポイ

ント上昇）の割合が12年連続で拡大、中国（同28.3％、同0.5％ポイント低下）の割合は縮

小（2表、1図）。 

 

1表 業種別現地法人分布             2表 地域別現地法人分布 

 

 

1図 現地法人の地域別分布比率の推移 

（単位：上段は社、下段は構成比で％）

21年度 22年度
25,325 24,415
100.0 100.0
3,201 3,079
12.6 12.6

17,136 16,547
67.7 67.8

7,281 6,900
28.8 28.3

7,435 7,263
29.4 29.7

2,420 2,384
9.6 9.8

2,812 2,709
11.1 11.1

2,176 2,080
8.6 8.5

その他

ASEAN10

その他アジア

欧州

全地域

北米

アジア

中国

（単位：社、％）

主要業種別構成比
21年度 22年度

全 産 業 24,415

100.0 100.0
食 料 品 486 4.9 4.7
繊    維 410 4.0 3.9
木材紙パ 169 1.8 1.6
化    学 981 9.8 9.4
石油・石炭 41 0.6 0.4
窯業・土石 226 2.0 2.2
鉄    鋼 296 2.8 2.8
非鉄金属 336 3.0 3.2
金属製品 628 5.8 6.0
はん用機械 440 4.3 4.2
生産用機械 831 7.5 8.0

 業務用機械 391 3.6 3.7
電気機械 614 5.7 5.9
情報通信機械 914 8.4 8.8
輸送機械 2,220 21.7 21.3
その他の製造業 1,450 14.1 13.9

100.0 100.0
 農林漁業 75 0.5 0.5
 鉱    業 131 0.9 0.9
建 設 業 416 2.9 3.0
情報通信業 730 5.9 5.2
運 輸 業 1,312 9.9 9.4
卸 売 業 7,095 49.9 50.7
小 売 業 677 4.9 4.8
サービス業 2,497 17.6 17.9
その他の非製造業 1,049 7.4 7.5 0.1

0.0
0.0
0.1

▲ 0.7
▲ 0.5

0.8
▲ 0.1

0.3

非製造業 13,982

▲ 0.1
0.5
0.1

-
0.357.3

0.4
▲ 0.4
▲ 0.2

57.0

22年度末
現地法人数

構成比 構成比 ﾎﾟｲﾝﾄ差

0.2

100.0 -

-
▲ 0.3

0.2

0.2
0.0
0.2

100.0

製 造 業 10,433
42.7

▲ 0.2

▲ 0.2
▲ 0.1
▲ 0.2
▲ 0.4

43.0
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２．現地法人の進出及び撤退の状況 

 

・2022年度に進出した現地法人（新規設立注1）数は180社（前年度と比べ11社増）。その割合を

地域別にみると、その他アジア、ASEAN10、その他に進出した企業の割合が拡大、中国、北米、

欧州に進出した企業の割合は縮小（2図）。 

・2022年度に進出先から撤退注2した現地法人数は720社（前年度と比べ72社減）。製造業260社

（同増減なし）、非製造業460社（同72社減）（3図）。 

・撤退比率注3は2.9％（前年度と比べ0.1％ポイント低下）。地域別にみると、欧州で上昇、 

北米、アジアで低下（3表）。 

 

2図 新規設立・資本参加時期別現地法人の地域別割合 

 

3図 撤退現地法人数の推移 

 

3表 現地法人の地域別撤退数及び撤退比率の推移 

（単位：社） （単位：％）

18 19 20 21 22年度 18 19 20 21 22年度

全地域 612 603 770 792 720 2.3 2.3 2.9 3.0 2.9

北米 61 76 104 101 86 1.8 2.3 3.1 3.1 2.7

アジア 402 385 530 503 462 2.2 2.2 3.0 2.9 2.7

中国 232 219 277 275 237 2.9 2.8 3.6 3.6 3.3

ASEAN10 117 123 190 158 176 1.5 1.7 2.5 2.1 2.4

欧州 80 76 63 108 107 2.7 2.6 2.1 3.7 3.8

現地法人の撤退数 現地法人の撤退比率

 

注1.新規設立・資本参加時期は、当該年度の調査において、新規に設立された現地法人について集計したもの。 

注2.撤退とは「解散、撤退・移転」及び「出資比率の低下（日本側出資比率が0％超10％未満となった。）」をいう。 

注3.撤退比率＝撤退現地法人数／(対象現地法人総数＋撤退現地法人数)×100.0 
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３．現地法人の雇用の状況 

 

・2022年度末における現地法人従業者数は557万人、前年度比▲2.1％（前年・当年とも提出の

あった企業のみの比較では同＋0.6％）（4表）。 

・製造業は408万人、前年度比▲2.7％。業種別にみると、情報通信機械（51万人、同▲8.0％）、

化学（16万人、同▲14.0％）、輸送機械（163万人、同▲1.1％）などが減少。 

非製造業は149万人、同▲0.6％。業種別にみると、小売業（17万人、同▲9.4％）が減少し、

サービス業（25万人、同＋11.3％）、卸売業（63万人、同＋3.5％）が増加（4表、4図)。 

・地域別にみると、アジア（365万人、前年度比▲3.3％）、欧州（61万人、同▲4.9％）が減少、

北米（87万人、同＋3.2％）が増加（5図）。 

・アジアでは、中国、ASEAN10が減少、その他アジアが増加（6図）。 

 

4表 現地法人従業者数の推移 

（単位：万人、％）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

全 産 業 605 1.7 564 ▲ 6.9 563 ▲ 0.2 569 1.2 557 ▲ 2.1

  製 造 業 457 0.1 420 ▲ 8.2 419 ▲ 0.2 420 0.0 408 ▲ 2.7

  非製造業 148 6.7 144 ▲ 2.9 143 ▲ 0.2 150 4.6 149 ▲ 0.6  
 

4図 現地法人従業者数（主要業種別） 

 

     5図 現地法人従業者数（地域別） 6図 現地法人従業者数（アジア）   
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４．現地法人の売上高の状況 

 

・2022年度の現地法人の売上高は361.5兆円、前年度比＋19.2％（前年・当年とも提出のあった

企業のみの比較では同＋25.1％）（7図）。 

・製造業は162.1兆円、前年度比＋16.2％。業種別にみると輸送機械（79.8兆円、同＋20.5％）、

電気機械（8.4兆円、同＋18.9％)などが増加。 

非製造業は199.5兆円、同＋21.8％。業種別にみると、卸売業（138.0兆円、同＋20.4％）、

サービス業（21.5兆円、同＋48.5％）などが増加（7図､8図）。 

・地域別にみると、北米（119.6兆円､同＋23.7％）、アジア（162.9兆円､前年度比＋15.6％）、

欧州（48.6兆円､同＋17.2％）がいずれも増加（9図）。 

・アジアでは、ASEAN10、その他アジア、中国がいずれも増加（10図）。 

 

7図 現地法人売上高の推移

 

 8図 現地法人売上高（主要業種別） 

 

 9図 現地法人売上高推移（地域別） 10図 現地法人売上高推移（アジア）  
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５．製造業現地法人の海外生産比率 

 

・2022年度の製造業現地法人の海外生産比率（国内全法人ベース）注 は27.1％、前年度と比べ 

1.3％ポイントの上昇（11図）。 

・業種別にみると、輸送機械（48.9％）、非鉄金属（22.2％）などが上昇、はん用機械（31.

7％）、情報通信機械（26.8％）、化学（22.6％）などが低下（5表）。 

 

11図 海外生産比率の推移（製造業） 

 

 

5表 業種別海外生産比率の推移（国内全法人ベース（製造業））

 
注．国内全法人ベースの海外生産比率＝現地法人(製造業)売上高/(現地法人(製造業)売上高＋国内法人(製造業)売上高)×100.0 

  海外進出企業ベースの海外生産比率＝現地法人(製造業)売上高/(現地法人(製造業)売上高＋本社企業(製造業) 売上高)×100.0  

出典 国内法人売上高：法人企業統計（財務省） 

(単位 ： ％）

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

 製造業計 22.9 24.3 25.3 23.8 25.4 25.1 23.4 23.6 25.8 27.1

 　食料品 8.3 11.4 12.2 10.6 11.4 10.7 9.8 9.9 12.0 13.2

 　繊維 12.3 12.4 12.9 11.1 14.0 14.2 13.2 13.1 15.2 17.9

 　木材紙パ 5.7 7.8 9.7 8.2 9.8 10.3 10.0 10.5 12.3 12.3

 　化学 20.5 22.4 19.4 18.0 20.1 19.8 18.0 18.4 23.4 22.6

 　石油・石炭 12.5 10.1 9.6 6.3 12.8 17.4 3.1 5.4 11.1 10.3

　 窯業・土石 16.2 14.1 17.4 16.3 19.0 19.5 17.4 15.5 17.6 22.1

 　鉄鋼 13.6 14.5 14.0 17.6 19.3 20.8 20.0 20.6 19.2 19.7

 　非鉄金属 17.5 19.1 18.8 19.0 20.7 21.5 18.1 18.4 20.6 22.2

　 金属製品 6.2 8.1 6.4 5.7 7.9 7.2 6.7 6.8 8.8 10.7

　 はん用機械 27.6 34.2 33.8 32.9 31.9 29.2 28.2 29.5 34.4 31.7

　 生産用機械 13.6 14.6 15.7 13.9 15.9 14.7 14.4 14.7 15.3 17.4

　 業務用機械 18.4 19.6 18.5 16.2 17.0 17.5 17.0 17.0 18.0 18.3

 　電気機械 17.7 17.2 17.3 14.5 16.3 15.3 14.6 13.3 19.2 21.8

　 情報通信機械 30.4 30.7 29.4 27.3 29.3 27.8 28.7 30.3 27.4 26.8

 　輸送機械 43.7 46.9 48.8 46.1 47.2 46.9 44.2 44.4 47.0 48.9

 　その他の製造業 14.8 12.0 14.3 12.6 12.9 13.4 12.5 13.0 13.9 15.4
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６．製造業現地法人の販売先の状況 

 

・2022年度の製造業現地法人の現地及び域内販売比率注1を地域別にみると、北米が93.5％、欧

州が84.0％、アジアが78.8％となっている。 

・日本への販売比率は、アジアが15.9％、欧州が3.9％、北米が2.7％。 

・2013年度と比べると、現地販売比率は、北米が上昇し、アジア、欧州が低下。域内販売比率

は、アジア、欧州、北米がいずれも上昇（12図、6表）。 

 

12図 製造業現地法人の販売先（売上高）の状況

 
 

注１. 現地：我が国海外進出企業（以下「現地法人」という。）の立地する国 

   域内：現地法人の立地する国が属する地域から進出先国を除いた地域（地域区分：北米、アジア、欧州等） 

   現地・域内販売比率 = 現地・域内販売額（売上高）／地域の総販売額（売上高計）×100.0  

注２．販売総額には、その他の地域への販売額を含む

6表 現地・域内販売比率及び日本への販売比率の

2013年度・2022年度比較 

＜凡例＞

[ ]は、各地域の販売総額 に

対する占有率

地域名下は、販売総額

現地販売額＋ 域内販売額

現地販売額

域内販売額

2013年
度

と比
べ

る
と…

（単位：％）

13年度 22年度 差分 13年度 22年度 差分 13年度 22年度 差分

北 米 85.8 93.5 7.7 66.9 69.7 2.8 18.9 23.9 5.0

ア ジ ア 70.1 78.8 8.7 54.2 54.0 ▲ 0.2 15.9 24.8 8.9

欧 州 86.3 84.0 ▲ 2.3 43.7 35.3 ▲ 8.4 42.6 48.7 6.1

13年度 22年度 差分

北 米 2.7 2.7 0.0

ア ジ ア 16.7 15.9 ▲ 0.8

欧 州 2.3 3.9 1.6

現地販売比率 域内販売比率

日本への販売比率

現地・域内販売比率

《２０２２年度》 単位：10億円

  欧州

日本

 

　
41,131
北米

91,144
アジア

17,623

685[3.9%]

1,430[1.6%]

1,314[1.4%]

560[3.2%]

515[1.3%]

1,117[2.7%]

745[4.2%]

442[1.1%]

14,487[15.9%]

71,802[78.8%]

49,193[54.0%]

22,608[24.8%]

9,818[23.9%]

28,656[69.7%]

38,475[93.5%]

14,810[84.0%]

6,220[35.3%]

8,591[48.7%]

《２０１３年度》 単位：10億円

アジア   欧州

 日本

 

北米

　
28,556

65,780 12,997

1,967[3.0%]

676[2.4%] 3,760[5.7%]

769[2.7%]

445[3.4%]1,283[4.5%]

301[2.3%]10,984[16.7%]

417[3.2%]

46,098[70.1%]

35,621[54.2%]

10,477[15.9%]

5,392[18.9%]

19,102[66.9%]

24,494[85.8%]

11,215[86.3%]

5,675[43.7%]

5,540[42.6%]
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７．製造業現地法人の調達先の状況 

 

・2022年度の製造業現地法人の現地・域内調達比率注１を地域別にみると、アジアが79.2％、欧

州が71.1％、北米が68.0％となっている。 

・日本からの調達比率は北米が25.3％、欧州が18.8％、アジアが18.6％。 

・2013年度と比べると、現地・域内調達比率では、欧州、アジア、北米がいずれも上昇。一方、

日本からの調達比率は、欧州、アジア、北米がいずれも低下（13図、7表）。 

 

13図 製造業現地法人の調達先（仕入高）の状況 

 
 

注１. 現地：現地法人の立地する国 

   域内：現地法人の立地する国が属する地域から進出先国を除いた地域（地域区分：北米、アジア、欧州等） 

   現地・域内調達比率 = 現地・域内調達額（仕入高）／地域の総調達額（仕入高計）×100.0  

注２．調達額総額には、その他の地域からの調達額を含む  

7表 現地・域内調達比率及び日本からの調達比率の

2013年度・2022年度比較 

＜凡例＞

現地調達額＋ 域内調達額
現地調達額

域内調達額

[ ]は、各地域の調達総額 に

対する占有率

地域名下は、調達総額2013年
度

と比
べ

ると…

（単位：％）

13年度 22年度 差分 13年度 22年度 差分 13年度 22年度 差分

北 米 65.4 68.0 2.6 61.0 63.6 2.6 4.4 4.4 0.0

ア ジ ア 72.6 79.2 6.6 62.9 69.2 6.3 9.7 10.0 0.3

欧 州 61.1 71.1 10.0 40.6 52.5 11.9 20.6 18.6 ▲ 2.0

13年度 22年度 差分

北 米 28.2 25.3 ▲ 2.9

ア ジ ア 24.5 18.6 ▲ 5.9

欧 州 25.5 18.8 ▲ 6.7

日本からの調達比率

現地・域内調達比率
現地調達比率 域内調達比率

《２０１３年度》 単位：10億円

アジア 欧州

日本

　

北米

45,799 7,959

17,838

241[0.5%]

708[8.9%]

262[3.3%]

5,037[28.2%]

2,028[25.5%]
11,202[24.5%]

883[5.0%]635[1.4%]
144[0.8%]

33,240[72.6%]

28,802[62.9%]

4,438[9.7%]

4,864[61.1%]

3,228[40.6%]

1,636[20.6%]

11,662[65.4%]

10,877[61.0%]

785[4.4%]

《２０２２年度》 単位：10億円

欧州
12,344

日本

　

北米

65,534
アジア

28,481

727[5.9%]

308[0.5%]

167[1.3%]

7,198[25.3%]

2,317[18.8%]
12,188[18.6%]

1,324[4.6%]
246[0.4%]

335[1.2%]

51,914[79.2%]

45,349[69.2%]

6,565[10.0%]

8,772[71.1%]

6,481[52.5%]

2,291[18.6%]

19,371[68.0%]

18,119[63.6%]

1,252[4.4%]
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８．現地法人の収益の状況 

 

・2022年度の現地法人の経常利益は19.6兆円、前年度比＋15.0％（前年・当年とも提出のあっ

た企業のみの比較では同＋17.9％）。製造業は7.5兆円、同＋16.3％、非製造業は12.2兆円、

同＋14.3％（14図）。 

・地域別にみると、アジア（8.9兆円、前年度比＋9.6％）、北米（4.3兆円、同＋10.7％）、

欧州（2.3兆円、同＋6.0％）がいずれも増加（15図）。 

・売上高経常利益率注は6.4％、前年度と比べ0.4％ポイントの低下。製造業は5.5％（前年度と

比べ▲0.2％ポイント）、非製造業は7.2％（同▲0.7％ポイント）とともに低下（8表）。 

 

14図 現地法人経常利益の推移 

 

15図 現地法人経常利益の推移（地域別） 

 

8表 現地法人売上高経常利益率の推移 

 （単位 ： ％）

 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

全産業 4.2 4.1 4.0 4.9 4.6 5.3 4.9 4.8 6.8 6.4

　製造業 4.6 4.7 5.0 5.8 5.4 5.5 5.0 4.9 5.7 5.5

　非製造業 3.9 3.5 3.0 4.1 3.7 5.1 4.9 4.8 7.9 7.2

（参考） 国内法人 4.2 4.5 4.8 5.2 5.4 5.5 4.8 4.6 5.8 6.0

　製造業 5.5 5.9 5.9 6.1 7.0 6.6 5.7 6.0 8.3 7.9

　非製造業 3.7 3.9 4.3 4.8 4.9 5.0 4.5 4.1 4.8 5.3  
 

  注.売上高経常利益率＝経常利益／売上高×100.0 （経常利益､売上高ともに回答のあった現地法人で算出した。) 

   出典 国内法人売上高経常利益率：法人企業統計（財務省）
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９．現地法人の利益処分の状況 

 

・2022年度の現地法人の当期純利益は16.1兆円、前年度比＋12.8％（前年・当年とも提出の

あった企業のみの比較では同＋15.6％）。製造業は6.1兆円、同＋16.7％、非製造業は9.9兆

円、同＋10.6％（16図）。 

・2022年度の現地法人の当期内部留保額注1は4.5兆円、前年度比▲26.1％（前年・当年とも提出

のあった企業のみの比較では同▲16.8％）（17図、9表）。 

・内部留保残高注2は55.0兆円、前年度比＋14.0％（前年・当年とも提出のあった企業のみの比

較では同＋23.7％）（17図、9表）。 

 

16図 当期純利益の推移 

 

 

17図 当期内部留保額及び内部留保残高の推移 

 

9表 当期内部留保額及び内部留保残高の推移 

（単位：億円、％）

21年度 22年度 前年度比 21年度 22年度 前年度比

全産業 61,338 45,319 ▲ 26.1 482,691 550,350 14.0

製造業 17,657 17,270 ▲ 2.2 204,337 226,421 10.8

非製造業 43,682 28,049 ▲ 35.8 278,355 323,929 16.4

当期内部留保額 内部留保残高

 

 

  注１．当期内部留保額＝当期純損益－配当金  
注２．内部留保残高＝自己資本－資本金－資本準備金 



- 18 - 

 

１０．製造業現地法人の研究開発費の状況 

 

・2022年度の製造業現地法人の研究開発費は1兆1,657億円、前年度比＋28.4％（前年・当年と

も提出のあった企業のみの比較では同＋33.1％）。 

・海外研究開発費比率注は8.6％と、前年度と比べ1.4％ポイント上昇（18図）。 

・製造業現地法人の1社当たり研究開発費は7.5億円、前年度比＋32.4％。業種別にみると、電

気機械、化学、輸送機械などが増加（10表）。地域別にみると、北米、アジア、欧州がいず

れも増加（11表）。 

 

18図 現地法人研究開発費及び海外研究開発費比率の推移 （製造業） 

 

10表 製造業の１社当たりの研究開発費（製造業主要業種別） 

　　（単位：百万円、％）

前年度差 前年度比

製 造 業 564 747 183 32.4

化    学 983 1,286 303 30.8

輸送機械 955 1,218 263 27.5

電気機械 403 1,076 673 167.0

情報通信機械 805 841 36 4.5

生産用機械 467 615 148 31.7

21年度 22年度

 
 

11表 製造業の１社当たり研究開発費（地域別） 

（単位：百万円、％）

前年度差 前年度比 前年度差 前年度比

全地域 564 108 23.7 747 183 32.4

　北米 1,706 441 34.9 2,185 479 28.1

　アジア 272 16 6.3 423 151 55.5

　欧州 749 158 26.7 821 72 9.6

21年度 22年度

 

 

注． 海外研究開発費比率（製造業）＝現地法人研究開発費（製造業）／(現地法人研究開発費（製造業）＋国内研究開発費 

（製造業）)×100.0 

出典  国内研究開発費：科学技術研究調査報告（総務省）における「会社等の社内使用研究費」のうち、「人件費」「原材料費」 

「リース料」「その他の経費」「有形固定資産減価償却費」を合算したもの 
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１１．製造業現地法人の設備投資額の状況 

 

・2022年度の製造業現地法人の設備投資額は4.4兆円、前年度比＋18.5％（前年・当年とも提

出のあった企業のみの比較では同＋31.6％）。海外設備投資比率注 は22.0％、前年度と比べ 

1.2％ポイントの上昇（19図）。 

・業種別にみると、輸送機械（前年度比＋31.5％）、電気機械（同＋55.2％）、情報通信機械

（同＋21.3％）などが増加（20図）。 

・地域別にみると、北米、アジアが増加し、欧州が減少。アジアでは、ASEAN10、その他アジ

アが増加し、中国が減少（21図、22図）。 

 

19図 現地法人設備投資額及び海外設備投資比率の推移（製造業） 

 
20図 現地法人設備投資額（製造業主要業種別） 

    

 21図 現地法人製造業の設備投資額（地域別） 22図 現地法人製造業の設備投資額（アジア） 

  

注.海外設備投資比率（製造業）＝ 現地法人設備投資額（製造業）／(現地法人設備投資額（製造業）＋ 国内法人設備投資額 

（製造業）)×100.0 

出典 国内法人設備投資額：法人企業統計（財務省） 
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１２．現地法人の日本側出資者向け支払の状況 
 

・2022年度の現地法人からの日本側出資者向け支払（配当金、ロイヤリティ等）は6.4兆円、 

前年度比16.1％の増加（23図）。 

・現地法人からの日本側出資者向け支払を地域別にみると、アジア（前年度比＋13.6％）、北

米（同＋25.9％）、その他（同＋56.0％）が増加し、欧州（同▲5.7％）が減少。アジアでは、

ASEAN10、中国が増加し、その他アジアが減少（24図、25図）。 

・主要業種別でみると、卸売業（前年度比＋41.8％）、輸送機械（同＋26.6％）、サービス業

（同＋42.4％）が増加し、化学（同▲17.1％）などが減少（26図）。 

 

23図 現地法人の日本側出資者向け支払の推移（全産業） 

 

  24図 現地法人の日本側出資者向け支払（地域別）    25図 現地法人の日本側出資者向け支払（アジア）
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26図 現地法人の日本側出資者向け支払（主要業種別） 

 




